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（別冊） 

 添付資料１ モニタリングの基本方針について 

 添付資料２ 資料集 

 添付資料３ 参考仕様書 

 添付資料４ 標準業務フロー 

 

※ 上記の別冊添付資料１～４については、本事業の受注を希望する企業を対象

に、ファイル交換サービスにて送信するので、令和６年１１月１８日までに、

件名を「包括的民間委託事業資料送信希望」として、企業名、担当者氏名、及

び送信先メールアドレスを明記のうえ、市上下水道部経営管理課までメール

（keieikanri@city.joyo.lg.jp）で請求すること。連絡があった日から３日以

内に送信する予定である。 
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第１章 基本事項 

 

 本業務要求水準書は、城陽市公営企業（以下「市」という。）が、城陽市水道事業及

び下水道事業における包括的民間委託事業（以下「本事業」という。）を実施するにあ

たり、委託する業務内容、業務実施に必要な要件等及び受託事業者が満たすべき業務

の水準を示す。 

 

１ 事業概要 

 

（1）事業名称 

城陽市水道事業及び下水道事業における包括的民間委託事業 

 

（2）事業の目的 

市では、平成３０年に策定（令和５年１２月改定）した「城陽市水道事業ビジ

ョン」を指針として水道事業を、また、令和３年に策定した「城陽市下水道事業

ビジョン」を指針として公共下水道事業（汚水）を運営しているところであるが、

いずれの事業においても人口減少などに伴う収益の減少や老朽化等による施設

の更新費用増大、また担い手となる職員の減少など、事業の継続にあたって多く

の課題を抱えている。 

そのような中、民間企業による創意工夫や経験、ノウハウ等を活用した業務の

効率化、市民サービスの向上、水道事業及び下水道事業の持続性確保のため、下

記のとおり国が推進する管理・更新一体マネジメント方式によるウォーターＰＰ

Ｐ（レベル３．５）の枠組みに沿って包括的民間委託を実施する。 

ア 長期契約 

本事業の委託期間は、令和８年４月１日から令和１８年３月３１日までの

１０年間とする。 

イ 性能発注 

本事業は、企業による創意工夫や経験、ノウハウ等を活用するため性能発

注を原則とする。 

ウ 維持管理と更新の一体マネジメント 

本事業は、維持管理と更新を一体的に最適化するための方式として、「更新

支援型」を選択しており、維持管理を実施する企業の観点から、より効果的

な更新計画原案の作成を求めるものである。 

エ プロフィットシェア 

事業の実施に当たり、ライフサイクルコスト縮減の提案を促進するためプ

ロフィットシェアの仕組みを導入することとする。技術革新や創意工夫によ

り生まれたコスト削減分（プロフィット）については、市と受託事業者とで

それぞれの事案毎に別途協議の上シェアすることとする。 

なお、プロフィットシェアの仕組みとしては契約後ＶＥ方式を想定してい

る。 
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（3）対象業務及び対象施設 

本事業の対象業務及び対象施設並びに対象設備は、「第２章 要求水準」及び

「添付資料２ 資料集 番号１～５」に記載のとおりである。 

業務内容については、「添付資料４ 標準業務フロー」を参照すること。ま

た、原則として安心・安全・安定的に上下水道事業を運営すること。なお、委

託期間中において、受託事業者の技術革新や創意工夫により、同等以上の改善

提案があった場合には、協議の上取り入れることとする。 

 

２ 本事業実施にあたっての留意事項 

 

（1）実施体制 

番号 配置する者 配置要件 

① 統括責任者 業務の全般の管理が出来る者を配置するこ

と。 

② オペレーションメンテナ

ンス（ＯＭ）部門長 

上水道関連業務と下水道関連業務の指示・監

督が行える者を配置すること。 

③ カスタマーサービス（Ｃ

Ｓ）部門長 

料金関連業務の指示・監督が行える者を配置

すること。 

④ 運転責任者 浄水施設等運転管理業務については、水道浄

水施設管理技士（２級以上）を有する者を配

置すること。 

⑤ 各業務に必要な人員 第２章 要求水準及び添付資料を参照のうえ

必要な人員を配置すること。 

本事業は、水道施設関連業務、下水道施設関連業務、料金関連等業務を含む

包括的な委託であり、受託事業者は、自ら実施する業務と再委託する業務につ

いてそれぞれ業務履行に必要な経験豊富な有資格者及び業務責任者を配置し、

安心・安全・安定的に上下水道事業を運営できる体制を確立すること。なお、

①～④の兼務は妨げるものではないが、他の事業所等の業務に従事する場合は

市の承認を得ること。 

 

（2）モニタリングの実施について 

「添付資料１ モニタリングの基本方針について」により適切に実施するこ

と。 

 

（3）業務の再委託 

受託事業者は、本事業を実施するにあたり、委託業務の全部を一括して、又

は主たる部分を第三者に委任、又は請け負わせてはならない。発注にあたって

は、次に掲げる事項に留意すること。 

ア 再委託可能業務については、第２章２に示す。 
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（4）業務従事の証明及び服装 

    市が指定する業務に従事する人員については、市が発行する業務従事者証を

常に携行し、提示を求められた場合すみやかに掲示し、身分を明らかにしなけ

ればならない。 

    また、市が指定する業務に従事する人員の服装については、それぞれの業務

区分に応じた統一感のある服装とすること。なお、この服装については市と受

託事業者の協議により決定することとし、要する費用は受託事業者の負担とす

る。 

 

（5）秘密の保持及び個人情報の保護 

受託事業者は、本事業実施の際に知り得た業務上の情報等を第三者に漏らし

てはならない。また、個人情報保護の重要性を認識し、個人情報の保護に関す

る法律（平成 15 年法律第 57 号）を遵守し、この事業実施にあたり知ることの

できた他人の情報を漏らしてはいけない。事業終了後も同様である。 

受託事業者は、本業務の実施にあたっては、「城陽市情報セキュリティポリシ

ー」（https://www.city.joyo.kyoto.jp/0000001019.html）を遵守し、必要な情

報セキュリティ対策をとること。 

 

３ 関係法令等 

 
受託事業者は、本事業を実施するにあたり、城陽市水道事業及び公共下水道事

業の設置等に関する条例（昭和 43 年条例第 13 号）、城陽市水道事業給水条例（昭

和 39 年条例第 33 号）（以下「給水条例」という。）、城陽市公共下水道条例（平成

元年条例第 7 号）（以下「下水道条例」という。）をはじめとする市関係例規、及

び関係法令等を遵守しなければならない。 

   ただし、法令以外の基準、規定の内容の取扱いについては、必要に応じ市と受

託事業者において協議を行う。 
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第２章 要求水準 

 

  次に掲げる業務の実施にあたっては、市と協議の上、業務計画を作成し適切な実

施体制で臨むこととする。 

 

１－１ 水道施設関連業務に係る要求水準 

 
水道施設（水源、浄水場、ポンプ所、配水池等）を年間を通じて２４時間適切

かつ効率的に維持管理を行い、常時安定して安全で安心な水道水を供給するこ

と。また、施設に異常が発生した場合には速やかに、確認及び初期対応を行うこ

と。 

 

（1）水量管理業務  

ア 取水量及び受水量管理業務 

効率的な取水量及び受水量を提案し、取水量、京都府営水道からの受水量

を管理すること。 

【主な業務】 

〇効率的な取水量及び受水量の提案 

イ 配水量管理業務 

浄水場からの送水量、配水池からの配水量を管理すること。 

    【主な業務】 

〇効率的な送水量の提案 

 

（2）浄水施設等運転管理業務  

浄水施設等を適正に管理し、運転監視制御を行い、水質基準に適合した水道

水の供給に万全を期すること。 

ア 運転監視制御業務 

水源、浄水場、ポンプ所、配水池等の運転監視制御業務を、年間を通じて

２４時間行うこと。 

水需要に応じて、必要な設備・機械を適切かつ効率的に運転し、取水量・

送水量を調整して安定した水量と「添付資料２ 資料集 番号７」の水圧を

確保すること。なお、従来の手法については「添付資料３ 参考仕様書 番

号１」のとおり。 

【主な業務】 

〇浄水施設等の運転制御 

〇取水ポンプの運転監視 

〇急速ろ過池・自然ろ過池設備の運転監視 

〇沈殿池設備の運転監視 

〇薬品注入設備の運転監視  

〇送・配水ポンプ運転監視 



 

5 
 

〇送・配水流量の監視及び記録 

〇配水池等の水位監視及び記録 

〇浄水汚泥処理設備の市の指示による運転監視 

〇電動弁・連絡弁の運転監視 

〇各種制御設定の変更記録 

〇帳票（日報・月報・年報）の入出力及び報告 

〇浄水場の水道・電力量メーター検針 

〇水道法（昭和 32 年法律第 177 号）第２１条に基づく健康診断 

イ 水質検査補助 

市の行う水質検査の補助を行うこと。また、採水方法及び採水場所につい

ては市の指導及び指示を受けること。なお、従来の採水頻度については「添

付資料３ 参考仕様書 番号２」のとおり。 

【主な業務】 

〇市の水質検査計画に基づく検体採水 

〇隔週検査の検体採水 

〇毎日検査の実施及び報告 

ウ 薬品管理 

浄水処理等に使用する次亜塩素酸ナトリウム、水酸化ナトリウム（苛性ソ

ーダ）、ポリ塩化アルミニウム（ＰＡＣ）の品質に関しては、ＪＷＷＡ規格及

び「水道施設の技術的基準を定める省令」別表第１に掲げる項目に基づくこ

ととし、単価と品質を事前に市の承認を得たうえで薬品を調達するととも

に、適切な管理を行うこと。また、薬品の使用に当たっては、「添付資料２ 

資料集 番号７」の水質を保持すること。なお、従来の手法については「添

付資料３ 参考仕様書 番号３」のとおり。 

【主な業務】 

〇在庫管理 

〇調達・補充 

〇毎年度当初の品質試験成績書提出 

○次亜塩素酸ナトリウムの夏季における塩素酸及び臭素酸の試験成績書提 

      出 

〇受入搬入立会 

〇ジャーテスト 

エ 排水処理検査 

特定施設である第３浄水場の排水について、法令等に基づき検査するこ

と。検査結果については市に報告すること。なお、従来の手法については

「添付資料３ 参考仕様書 番号４」のとおり。 

【主な業務】 

〇第３浄水場排水の採水及び検査 

オ 異常時の対応 

【主な業務】 
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〇原因の分析及び市への報告 

〇関連機器の操作・措置 

〇必要に応じて、社内及び協力企業の対処体制の確保 

※異常時とは、落雷・豪雨・地震・機器故障・異常値の検出等 

 

（3）浄水施設等維持管理業務 

点検や維持工事を実施することにより、施設の性能を正常な状態に維持する

こと。 

なお、業務の実施にあたっては、次の例示を含め関係基準等に基づくこと。 

土木工事共通仕様書（京都府） 

水道工事標準仕様書（日本水道協会） 

電気設備の技術基準の解釈（経済産業省） 

電気通信設備工事共通仕様書（国土交通省） 

公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（国土交通省） 

電子情報技術産業協会規格（JEITA） 

日本電線工業会規格（JCS） 

内線規程（JEAC8001） 

水道施設設計指針（日本水道協会） 

水道維持管理指針（日本水道協会） 

水道施設耐震工法指針・解説（日本水道協会） 

その他関係法令規則・規格等 

ア 維持管理業務 

機能を維持するため、適切かつ効率的な修繕・維持工事を実施し、修理状

況を市に報告すること。 

イ 自家用電気工作物保安管理業務 

「みなし設置者」として、電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第３９条

第 1項（電気工作物の技術基準適合維持）の義務を果たすこと。なお、従来

の手法については「添付資料３ 参考仕様書 番号５」のとおり。 

【主な業務】 

〇自家用電気工作物の技術基準適合維持 

〇保安規程の届出 

〇関係機関の立入検査の対応 

〇事故の報告 

ウ 計画点検業務 

１０年間の計画点検の内容については、「添付資料２ 資料集 番号１５」

及び「添付資料３ 参考仕様書 番号６～４０」のとおりとし、受託事業者

は市と協議の上、効率的な計画を策定の上で点検等を実施すること。 

【主な業務】 

〇計画及び報告書作成 

エ 巡回点検業務 
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浄水施設等の巡回点検を実施すること。なお、施設点検等の従来の手法に

ついては「添付資料３ 参考仕様書 番号１」のとおり。 

【主な業務】 

〇浄水施設等の巡回点検・報告書作成 

〇観測井地下水位測定・記録 

オ 草刈剪定業務 

浄水施設等敷地内の草刈及び剪定を適宜実施することにより、周辺環境の

美化に配慮すること。なお、従来の手法については「添付資料３ 参考仕様

書 番号４１」のとおり。 

【主な業務】 

〇草刈剪定業務 

カ 異常時の対応 

【主な業務】 

〇原因の分析及び市への報告 

〇関連機器の操作・措置 

〇必要に応じて、社内及び協力企業の対処体制の確保 

※異常時とは、落雷・豪雨・地震・機器故障・異常値の検出等 

 

１－２ 下水道施設関連業務に係る要求水準 

 
下水道施設（下水道本管、取付管、公共汚水ます、マンホール、マンホールポ

ンプ）への点検や維持工事を実施することにより、施設の性能を正常な状態に維

持すること。 

 

（1）下水道施設維持管理業務 

業務の実施にあたっては、次の例示を含め関係基準等に基づくこと。 

下水道維持管理指針（日本下水道協会） 

土木工事共通仕様書（京都府） 

下水道土木工事共通仕様書（日本下水道協会） 

その他関係法令規則・規格等 

ア 管路施設維持管理業務 

管路施設（下水道本管、マンホール、取付管、公共汚水ます）について、

機能を維持するため、適切な修繕・維持工事を実施し、修理状況を市へ報告

すること。 

また、下水道詰まりが発生した場合には、詰まり解消の適切な措置の対応

を行うこと。 

【主な業務】 

〇下水道本管、マンホール、取付管及び公共汚水ますの詰まり修繕等の維 

持管理（緊急時外部委託含む） 

〇工事依頼によるマンホールの高さ調整工事 
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〇本管等の軽微な移設工事等 

〇本管等における適宜路面の補修 

〇取付管、公共汚水ますの詰まり発生履歴箇所における適宜状況確認及び 

補修 

〇修繕材料の調達 

イ 下水道マンホールポンプの維持管理業務 

故障や閉塞による汚水の溢水が発生しないよう運転管理業務（定期点検・

整備作業、臨時点検）及び緊急時の対応を行うこと。なお、従来の手法につ

いては「添付資料３ 参考仕様書 番号４４」のとおり。 

【主な業務】 

〇月次点検・整備・記録作業 

〇年次点検・整備・記録作業 

〇緊急時点検整備・記録作業 

〇簡易故障修理・原因究明・記録作業 

〇故障、異常出水及び警報機作動（通報による）等の緊急対応 

ウ 法定点検箇所の点検業務 

腐食のおそれが大きい排水施設について、下水道法施行令(昭和 34 年政令

第 147 号)追記第５条の１２の規定に基づく点検確認を行い、報告書としてま

とめ、市へ提出すること。 

【主な業務】 

〇下水道法定点検（５年に１回以上）箇所の点検、報告（令和６年１０月 

１日時点 １箇所） 

エ 異常時の対応 

【主な業務】 

〇原因の分析及び市への報告 

〇関連機器の操作・措置 

〇必要に応じて、社内及び協力企業の対処体制の確保 

※異常時とは、落雷・豪雨・地震・機器故障・異常値の検出等 

 

１－３ 運営業務に係る要求水準 

 

次に掲げる業務の実施にあたっては、対象業務を十分理解し、適切な実施体制

で臨むこととし、その具体的手法は自らが積極的に創意工夫を発揮し、培ってき

たノウハウを活用すること。なお、各業務のスケジュールについては事前に市と

協議を行うこと。 

また、受託事業者は上下水道事業の公益性を認識し、市民対応を行うこと。 

 

（1）受付業務（窓口・電話・電子メール・市ホームページ等） 

以下に示す日の時間内において城陽市上下水道部に受付窓口を開き、使用者

からの各種届出を受理するとともに各種問合せに対応すること。また、必要に
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応じて書類を作成し、市へ報告すること。なお、「第２章１－４（1） 時間外

受付業務」により引継ぎを受けた問合せ等についても、同様に対応すること。 

ア 日 

土曜日、日曜日、国民の祝日（休日）及び年末年始（12 月 29 日～1月 3

日）を除く日 

イ 時間 

午前８時３０分から午後５時１５分 

【主な業務】 

〇水道使用開始（開栓）・閉栓・中止・廃止・名義変更等受付業務 

〇下水道使用開始・休止・廃止・名義変更等受付業務 

〇集合住宅料金の適用及び取消しに関する届出受付業務 

〇水道料金・下水道使用料（以下「上下水道料金」という。）減免に係る申 

請受付業務 

〇使用者からの相談・問合せ等への対応業務 

 

（2）開閉栓業務 

受付業務で受け付けた、水道の開閉栓については、現地作業を実施するこ

と。なお、開閉栓業務における従来の手法については「添付資料３ 参考仕様

書 番号４５」のとおり。 

【主な業務】 

〇現地での止水栓の開閉栓作業 

 

（3）市収入金の収納業務 

受託事業者は次の業務を行うこと。 

ア 請求業務 

収入金の算定及び必要書類の作成等を行い、市の調定及び承認後に使用者

へ請求に関する事務を行うこと。 

【主な業務】 

     〇上下水道料金の口座振替処理 

〇上下水道の使用水量の認定・更正に係る事務の補助 

イ 集金業務 

対象世帯へ訪問し、上下水道料金を集金すること。なお、従来の手法につ

いては「添付資料３ 参考仕様書 番号４６」のとおり。 

【主な業務】 

     〇訪問集金業務（令和６年１１月１日時点 ３９世帯） 

ウ 収納業務 

窓口及び訪問による全ての収入金は、集計した後、翌営業日に市が指定す

る口座に収入金相当額を振り込むものとする。なお、上下水道料金の収納に

あたっては、口座振替収納に必要な電算処理を行うとともに、使用者の口座

について新規登録及び変更等の管理を行うこと。また、上下水道料金の窓口
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収納、集金、コンビニ収納、金融機関収納、口座振替収納のそれぞれについ

て、調定に対する消込及び日次集計事務を行うこと。 

【主な業務】 

〇上下水道使用者の口座管理 

〇下記公金の収納業務 

（対象となる収入） 

上下水道料金、加入金、配水管負担金、給水装置工事申込に係る手数

料、排水設備工事申込に係る手数料、指定給水装置工事事業者新規指定

手数料、指定給水装置工事事業者指定更新手数料、下水道排水設備指定

工事業者登録手数料、市街化調整区域下水道工事分担金、納付証明等手

数料 等  

〇給水装置及び排水設備工事に係る収入金の還付に係る事務の補助 

〇上下水道料金の還付に係る事務の補助 

 

（4）検針業務 

量水器を市が指定している期間に検針し、上下水道料金の算定の基礎となる

使用水量を算出すること。また、使用水量が著しく増減した場合や漏水の疑い

がある場合等、異常が認められる場合には原因調査を行うこと。 

当該業務で使用する検針用携帯情報端末（ハンディターミナル）は市が貸与

する。なお、量水器の検針業務における従来の手法については「添付資料３ 

参考仕様書 番号４７～４９」のとおり。 

【主な業務】 

〇量水器の検針業務 

〇システムでの検針時異常箇所の抽出 

〇検針時異常箇所への再検針（再訪問） 

 

（5）未納対応業務 

受託事業者は次の業務を行うこと。 

ア 督促・催告通知発送業務 

納期限を経過して未納となっている上下水道料金に対して督促通知、催告

通知を行うこと。 

【主な業務】 

〇督促・催告通知発送業務 

イ 未納整理補助業務 

現時点から過去５年の間に未納となっている上下水道料金に対して、解決

に向けた対策を講じること。 

【主な業務】 

〇未納整理業務に係る事務の補助 

ウ 納付相談補助業務 

使用者からの納付相談（分割納付等）に応じること。 
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【主な業務】 

〇納付相談業務に係る事務の補助 

エ 不納欠損補助業務 

時効を迎えた上下水道料金に対して、不納欠損処理の補助を行うこと。 

【主な業務】 

〇不納欠損業務に係る事務の補助 

 

（6）停水対応業務 

催告の納期限を経過して未収となっている上下水道料金が２期以上ある使用

者について、停水予告通知書を作成・発送すること。また、停水予告通知書の

納期限までに上下水道料金の支払いが認められない使用者については、給水停

止通知書を作成し給水停止を執行すること。ただし、上下水道料金の支払約束

があった使用者については、給水停水の執行を猶予すること。なお、過去に支

払約束を履行されなかったことがある場合等は、市の指示に従うこと。給水停

止執行後に、上下水道料金の支払いが認められれば、給水停止の解除を行うこ

と。 

【主な業務】 

〇給水停止予告通知書作成・発送業務に係る事務の補助 

〇給水停止通知書作成業務に係る事務の補助 

〇現地訪問・電話等による停水対象者との交渉及び収納業務 

〇給水停止執行及び未収金収納確認後の停水解除業務 

  

（7）検満・故障量水器取替業務 

計量法（平成 4年法律第 51 号）に基づく量水器の検定有効期間は８年となっ

ているが、市は７年毎に取替業務を行っている。検定有効期間を満了する量水

器の計画的交換を行うとともに、量水器故障等の報告を受けた場合には、現地

確認または取替作業など、速やかに対応すること。なお、検満量水器取替業務

における従来の手法については「添付資料３ 参考仕様書 番号５０」のとお

り。 

【主な業務】 

〇検満量水器取替計画の作成 

〇現地での量水器交換作業 

〇故障量水器の取替作業及び故障原因の調査 

 

（8）量水器管理業務 

検満・故障量水器取替業務で利用する量水器及び新規に設置する量水器並び

に口径変更に伴う量水器の入出庫について年間を通して、第３浄水場内倉庫に

て在庫管理すること。また、返却された検満後の量水器について、改造可能と

改造不可能な量水器に分類すること。 

【主な業務】 
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〇量水器入出庫業務 

〇量水器在庫管理業務 

 

（9）給水装置業務 

市の「給水装置工事基準」（市ホームページに掲載）に基づき、書類の審査、

現地立会及び竣工検査を実施すること。 

【主な業務】 

〇給水装置工事申込に係る関係書類の受付及び審査 

〇給水装置工事申込に係る竣工検査 

〇給水装置工事申込に係る給水管分岐及び撤去工事の現地立会 

〇水道使用に関する相談（水道接続工事、水道の凍結等（開発事前協議を 

除く）） 

〇内部漏水修理の相談、指定給水装置工事事業者の紹介 

〇占用申請書に関することの補助（道路、河川、里道、水路） 

〇給水装置工事に係る問い合わせ件数等の報告 

〇指定給水装置工事事業者の指定等に関することの補助 

 

（10）排水設備業務  

市の「排水設備工事基準」（市ホームページに掲載）に基づき、書類の審査

や、現地確認及び完了検査を実施すること。 

【主な業務】 

〇排水設備工事申請に係る関係書類の受付及び審査 

〇排水設備工事申請に係る完了検査 

〇下水道使用に関する相談（下水道接続工事、排水設備管理方法等（開発 

事前協議を除く）） 

〇排水設備の詰り修理の相談、排水設備指定工事業者の紹介 

〇占用申請書に関することの補助（道路、河川、里道、水路） 

〇排水設備工事に係る問い合わせ件数等の報告 

〇排水設備工事業者の指定等に関することの補助 

〇下水道排水設備責任技術者の資格認定試験の受付等に関することの補助 

 

（11）上下水道施設の埋設管調査対応業務  

道路管理者、他の地下埋設物管理者等からの道路工事に伴う支障物件調査の

回答の補助や、市民等からの埋設管調査に対応すること。なお、工事通知など

に関しては、市と情報共有を図ること。 

【主な業務】 

〇工事通知等への回答補助 

〇窓口での埋設管調査の対応 
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１－４ 時間外受付業務に係る要求水準 

 

（1）時間外受付業務 

平日夜間（午後 5時 15 分～翌午前 8 時 30 分）、土曜日、日曜日、国民の祝日 

（休日）及び年末年始（12 月 29 日～1月 3日）における対応。 

【主な業務】 

〇通報に基づく緊急な下水道の詰まりへの対応 

〇通報に基づく緊急な漏水の連絡 

〇電話対応とその記録及び引継ぎ 

 

１－５ 水道施設整備実施計画更新原案作成業務に係る要求水準 

 

（1）水道施設整備実施計画更新原案作成業務 

市の策定済みの水道施設整備実施計画について、本事業で把握する施設の状

況などを十分考慮し、市と協議の上で計画の更新原案を作成すること。 

作成にあたっては下記イの手順を踏んで進めるものとする。 

ア 業務範囲 

「添付資料２ 資料集 番号１、２」による    

イ 業務の手順 

①施設の現状把握（「第２章１－１（3）浄水施設等維持管理業務」による） 

②水道施設整備実施計画の更新原案の作成業務 

【主な業務】 

〇維持管理記録による対策の必要性の検討 

○修繕・改築の優先順位の検討 

○実施時期の検討 

 

１－６ 下水道施設更新計画原案作成業務に係る要求水準 

 
（1）下水道施設更新計画原案作成業務 

市が令和７年度に策定するストックマネジメント実施方針に基づき、下記ア

の業務範囲の施設更新計画（ストックマネジメント計画）の原案を作成するこ

と。 

作成にあたっては下記イの手順を踏んで進めるものとする。 

また、「第２章１－２ 下水道施設関連業務」に係る要求水準及び「第２章１

－３ 運営業務（下水道事業に係るもの）」に係る要求水準をもとに、将来の更

新計画に備え、下水道施設の状況確認、各種記録等の情報を整理し、得た情報を

市へ報告すること。 

ア 業務範囲 

・令和１７年度末に設置後４０年を超える管渠１５．１㎞及びマンホール 

２，７２８基 
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・マンホールポンプ ３基 

※具体的な対象内容については、「添付資料２ 資料集 番号２５」及び

「添付資料３ 参考仕様書 番号５１～５３」による。 

イ 業務の手順 

①施設の現状把握（「第２章１－２（1）下水道施設維持管理業務」による） 

②管渠及びマンホールの調査 

【主な業務】 

〇調査計画書の作成 

〇調査用ＴＶカメラ機器により管渠（ヒューム管）の損傷劣化の状況を調 

 査 

〇調査員の立ち入りによりマンホール本体及び蓋の損傷劣化の状況を調査 

○評価基準に基づく異常の程度の評価 

○緊急度・健全度の判定 

〇調査報告書の作成 

③施設更新計画原案の作成業務 

【主な業務】 

〇調査結果及び維持管理記録による対策の必要性の検討 

○修繕・改築の優先順位の検討 

○修繕・改築の対策範囲の検討 

○長寿命化対策又は改築方法の検討 

○実施時期の設定及び概算事業費用の算出 

○修繕・改築計画としての取りまとめ  

ウ 調査及び計画作成の留意事項 

施設更新計画（ストックマネジメント計画）の原案について、令和１１ 

年度末までに提案し、承認を得なければならない。 

下水道維持管理指針及び関連マニュアル等に準拠しなければならない。 

 

１－７ 危機管理業務に係る要求水準 

 
（1）危機管理業務 

地震、風水害、事故等危機管理事象が発生した際には、受託事業者は市の指

揮命令系統下に置かれるものとし、市が定める危機管理、災害対策及び事故対

応等に関するマニュアル、計画（城陽市地域防災計画（風水害等対策計画・浸

水対策計画編、事故対策計画編、南海トラフ地震防災対策推進計画編）、城陽市

国民保護計画）等に基づく危機管理業務を行うとともに、これに必要な体制の

整備及び事前の対策を講じること。また、災害発生時等に交通機関が利用でき

ない等の状況や城陽市特有の事象を考慮した上で、１時間以内に、市に１名以

上、初動時の指揮命令が可能な者が参集できるように配置すること。（運転監視

業務従事者及び時間外受付業務に従事しているものは参集者とみなさない。） 

なお、受託事業者の責によらない対応に係る経費については市が別途負担す
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るものとする。 

【主な業務】 

〇緊急参集 

〇初動体制 

〇施設巡回 

〇被害状況調査及び報告 

〇応急復旧に係る業務 

〇応急給水の支援に係る業務 

 

１－８ その他業務に係る要求水準 

 

（1）広報広聴協力業務  

市が実施する広報広聴業務について協力すること。 

【主な業務】 

〇施設見学に関する対応 

〇上下水道事業により開催するイベントに関する対応 

    

（2）研修業務  

受託事業者は、業務従事者を必要な研修等に参加させ、能力向上に努めるこ

と。また、法令で定められた資格等に関する研修の受講に漏れがないよう留意

すること。受講に係る費用は、受託事業者の負担とする。 

 

（3）立入検査協力対応業務 

水道法第３９条第１項に基づいて水道事業認可権者による立入検査が実施さ

れる場合には、事前の自己点検、関係書類の準備等、円滑に検査が実施される

よう受検対応について協力すること。 

 

（4）城陽市上下水道事業標準業務フローの修正業務 

受託事業者が習得した上下水道事業運営のノウハウを体系立てて整理し、今

後の上下水道事業の発展を図るため、既存の上下水道事業の標準業務フローを

修正し、マニュアル化を図り、市の承認を受けること。 

以下を基本項目とし、実際の事業を実施する中で必要と考えられる項目につ

いては、市と受託事業者の協議により決定する。 

【基本項目】 

〇業務名 

〇業務の流れ（毎日、毎月、年度等業務に応じて複数記載） 

〇業務実施上の留意点 

〇業務実施上の確認事項、確認手段 

〇発生しうる事象とその頻度 

〇発生しうる事象に関する対応方法、必要な体制 
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〇実施期間における業務上の問題点 

 

（5）引継ぎ業務 

受託事業者は、本事業の受託期間中に習得した各種業務のノウハウを市と共

有すること。また、本事業の終了時に市が他の業者に対象業務の全部又は一部

を委託する場合には、技術の継承を含め原則として必要な引継ぎを行うと共に

上下水道事業を実施するために必要な資料を市に引き渡しすること。 

 

２ 再委託可能業務 

 

受託事業者は、本業務を実施するにあたり、事前に市の承認を受けた場合に限

り、その業務を他の者に再委託し請け負わせることができるが、以下の業務は原

則として他の者に再委託又は請け負わせてはならない。（ＪＶの場合は構成企業を

除く）なお業務の実施に当たって関係法令を遵守して、工程管理、業務実施確認

を行い、その業務が完了するまで責任をもって監理・監督するものとする。 

 

【再委託できない業務】 

・第２章１－１（1）水量管理業務 

・第２章１－１（2）浄水施設等運転管理業務（排水処理検査は除く） 

・第２章１－３（1）受付業務（窓口・電話・電子メール・市ホームページ 

 等） 

・第２章１－３（3）市収入金の収納業務 

・第２章１－３（5）未納対応業務 

・第２章１－３（6）停水対応業務 

・第２章１－３（9）給水装置業務 

・第２章１－３（10）排水設備業務 

※ただし上記業務においても、受託事業者が合理的な説明を行い、市が認

めた場合には再委託することができる。 

 

３ 地域貢献 

 

受託事業者は、本業務を実施するにあたり、地元企業・人材の活用を図るな

ど、地域貢献に寄与すること。 
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４ その他留意事項 

 

第２章１－１（3）浄水施設等維持管理業務を実施するにあたり、下記の点につ

いて特に留意すること。 

     

        ①毎日巡回点検 

      以下の対象施設において、１日１回以上巡回点検を実施すること。 

【対象施設】 

 〇第１浄水場（中区配水池含む） 

 〇第２浄水場（低区第２配水池含む） 

 〇第３浄水場 

 〇長谷山ポンプ所 

 〇芦原ポンプ所 

 〇宮ノ谷ポンプ所 

 〇高区中区連絡弁 

 〇高区配水池 

 〇低区第１配水池 

 〇芦原配水池 

 〇長谷山配水塔 

 〇中区加圧ポンプ所 

②毎月巡回点検 

 「添付資料２ 資料集 番号２」に示す施設のうち、水度減圧弁、久世

減圧弁、低区減圧弁を除く全ての施設で月１回以上の現地点検を実施する

こと。 

 


